
内部統制の構築支援サービス
会社法、金融商品取引法（J-SOX）目的の内部統制の構築支援から、内部統制の合理化支援
まで行います。

GTM総研



会社法（362条4項6号）では、大会社等
に対して「取締役の職務の執行が法令及び
定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社の業務並びに当該株式会社
及びその子会社から成る企業集団の業務の
適正を確保するために必要な体制の整備」
が規定（会社法）され、内部統制の整備運
用を義務としています。

会社法上の内部統制

金融商品取引法上の内部統制

金融商品取引法（第24条の４の４）では、
上場会社等に対して「その企業集団及び会
社に係る財務計算に関する書類その他の情
報の適正性を確保する」必要があることか
ら、その体制を評価した内部統制報告書を
有価証券報告書と合わせて内閣総理大臣に
提出することが求められています。この報
告制度の事をJ-SOXといいます。

内部統制とは

内部統制とは、業務の有効性及び効率性、
財務報告の信頼性、事業活動に関わる法令
などの遵守並びに資産の保全の4つの目的
が達成されているとの合理的な保証を得る
ために、業務に組み込まれ、組織内の全て
の者によって遂行されるプロセスをいい、
統制環境、リスクの評価と対応、統制活動、
情報と伝達、モニタリング（監視活動）
及びIT（情報技術）への対応の6つの基本
的要素から構成されます。（金融庁企業会
計審議会「財務報告に係る内部統制の評価
及び監査の基準」）

内部統制の構築義務は、株主･債権者保護
の観点から、会社法においては事業活動全
般に対して求められており、上場会社には
投資家保護を目的として、財務報告の信頼
性確保に焦点をおいた、さらなる内部統制
の構築（いわゆるJ-SOX対応）が求められ
ております。

金融商品取引法上の
内部統制

会社法上の内部統制
① 業務の有効性及び効率化
② 財務報告の信頼性
③ 事業活動に関わる法令等の遵守
④ 資産の保全

資本金5億円以上又は
負債総額200億円以上の

会社

上場会社



GTMのサービス

• 内部統制診断ドック（ICドック）
※全般統制の簡易ドック（チェックリスト及びヒア
リングによる調査）は50万円～、内部統制診断ドッ
ク（簡易ドックに実態調査を加味）は作業工数 お見
積りによる

• 内部統制構築支援

1. 貴社の内部統制運用が会社法の全般統
制、さらには金融商品取引法の適正性
をチェックし問題有無を診断
大手監査法人にて、様々な業種業態、
規模の会社にて会社法又はJ-SOX対応
の監査を行ってきた公認会計士等が、
貴社の全般統制やJ-SOXの運用状況の
適正性について第三者目線で診断いた
します。業務分掌規程、組織権限規程
や稟議規定とその運用実態をRCMの再
確認を含めて実施致します。

２. 合理性の観点からの診断
会社規模や業種業態に適した効果的で
かつ合理的な内部統制となっているか
（過剰な内部統制になっていないか）
という視点でも第三者目線で、ご希望
に応じて診断致します。
内部統制には業務の効率性も求められ
ておりますので、屋上屋を重ねる統制
手続きを求めているわけではなく、そ
の合理性も重要だという認識です。

ICドックの診断結果を受けて、より詳細な
実態調査を実施し、内部統制上の課題を抽
出します。
詳細調査を踏まえて貴社のプロジェクト
チームの構築支援、プロジェクトの運営支
援（PMO業務）を行います。
検出された課題（過剰な内部統制に対する
合理化を含む）に対する改善提案を行うと
ともに、効率化できる部分は効率化し、経
営資源をよりリスクの高い領域に投下する
ことにより、より効果的な内部統制の構築
を支援します。
改善提案にあたりシステムの改修が必要な
場合は、システム改修プロジェクトについ
ても並行して支援します。
改善後の業務を定着化させ、PDCAサイク
ルが正常に回る体制の構築を支援します。
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GTMのサービスの特徴

2011年3月に内部統制報告制度に関する
基準が改訂され制度の簡素化が可能となっ
てから、すでに10年以上経過しておりま
すが、多くの会社が従来通りの制度運用を
行っているのが実情です。
2011年3月の内部統制報告制度に関する
基準の改訂では、企業の創意工夫を生かし
た監査人の対応の確保、企業において可能
となる簡素化の明確化、中堅・中小上場企
業に対する簡素化が明確化されました。
「企業の創意工夫」とは、「経営者にはそ
れぞれの企業の状況等に応じて、内部統制
の機能と役割が効果的に達成されるよう、
自ら適切に創意工夫を行っていくことが期
待されている。」ことを反映したものであ
り、内部統制の合理化は内部統制報告制度
に関する基準改訂の趣旨に沿ったものとな
ります。
GTMでは、過剰な内部統制についても課
題として識別し、合理的な水準の内部管理
体制の構築を支援します。

合理的な水準

現状

内部統制の合理化の必要性

内部統制の効率化と効果的な内部統制の構
築を目指すことは矛盾するものではありま
せん。
限りある経営資源を効果的に利用するため
には、リスクの高い領域や、成⾧事業、コ
ア事業を中心に重点的に経営資源を配分す
る必要があります。
そのためには、業務の効率化が可能な業務
については効率化させて、経営資源を確保
する必要があります。
したがって、内部統制の合理化は、内部統
制体制のレベルアップにつながり、会社の
発展に必要な対応となります。


